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市川市行政組織条例の一部改正について 

 

市川市行政組織条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
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市川市条例第  号 

市川市行政組織条例の一部を改正する条例 

 市川市行政組織条例（昭和４９年条例第３９号）の一部を次のように改正す

る。 

 第２条の表危機管理室の項の前に次のように加える。 

 市長公室 

  ⑴ 秘書及び渉外に関する事項 

⑵ 広報及び広聴並びに市民参加に関する事項 

⑶ 政策及び重要施策の調整及び情報発信に関する事項 

 第２条の表広報室の項を削り、同表企画部の項第３号を削り、同表財政部の

項中第２号及び第３号を削り、第４号を第２号とし、第５号を削り、同項の次

に次のように加える。 

 管財部 

  ⑴ 財産管理に関する事項 

⑵ 契約に関する事項 

⑶ 工事等の設計、監理及び検査に関する事項 

 第２条の表情報政策部の項中「情報政策部」を「情報管理部」に改め、同表

文化スポーツ部の項中「文化スポーツ部」を「文化国際部」に改め、同項第４



号中「スポーツ」を「国際交流」に改め、同項の次に次のように加える。 

 スポーツ部 

  ⑴ スポーツの振興に関する総合的な企画及び調整に関する事項 

⑵ スポーツ施設の整備に関する事項 

 第２条の表中 

「経済部 

⑴ 商工業に関する事項 

⑵ 雇用に関する事項 

⑶ 農業に関する事項              を 

観光部 

⑴ 観光に関する政策の総合的な推進に関する事項 

⑵ 観光資源に関する事項           」 

「経済観光部 

⑴ 商工業に関する事項 

⑵ 雇用に関する事項  に改め、同表福祉部の項の前に次のように加える。 

⑶ 農業に関する事項 

⑷ 観光に関する事項 」 

 こども部 

  ⑴ こども及び子育て家庭に関する政策の総合的な推進に関する事項 

  ⑵ こどもの福祉に関する事項 

 第２条の表中こども政策部の項を削り、同表環境部の項第１号中「低炭素社

会」を「脱炭素社会」に改め、同表街づくり部の項第６号中「工事等の設計及

び監理」を「緑地保全及び緑化」に改め、同項に次の１号を加える。 

  ⑺ 公園に関する事項 

 第２条の表水と緑の部の項中「水と緑の部」を「下水道部」に改め、同項第

３号及び第４号を削る。 

附 則 

（施行期日） 



１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （市川市名誉市民条例の一部改正） 

２ 市川市名誉市民条例（昭和６３年条例第１５号）の一部を次のように改正

する。 

  第６条第６項中「広報室」を「市長公室」に改める。 

 （市川市入札監視委員会条例の一部改正） 

３ 市川市入札監視委員会条例（平成２３年条例第６号）の一部を次のように

改正する。 

  第８条中「財政部」を「管財部」に改める。 

 （市川市史編さん委員会条例の一部改正） 

４ 市川市史編さん委員会条例（平成２３年条例第８号）の一部を次のように

改正する。 

  第９条中「文化スポーツ部」を「文化国際部」に改める。 

（市川市美術品等収集審査会条例の一部改正） 

５ 市川市美術品等収集審査会条例（平成２３年条例第７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第７条中「文化スポーツ部」を「文化国際部」に改める。 

（市川市子ども・子育て会議条例の一部改正） 

６ 市川市子ども・子育て会議条例（平成２５年条例第１３号）の一部を次の

ように改正する。 

  第７条中「こども政策部」を「こども部」に改める。 

（市川市スポーツ推進審議会条例の一部改正） 

７ 市川市スポーツ推進審議会条例（昭和３７年条例第２０号）の一部を次の

ように改正する。 

  第７条中「文化スポーツ部」を「スポーツ部」に改める。 

（市川市中小企業資金融資及び利子補給条例の一部改正） 

８ 市川市中小企業資金融資及び利子補給条例（平成１６年条例第９号）の一

部を次のように改正する。 



  第１８条中「経済部」を「経済観光部」に改める。 

（市川市大町レクリエーションゾーン協議会条例の一部改正） 

９ 市川市大町レクリエーションゾーン協議会条例（昭和６２年条例第１３号）

の一部を次のように改正する。 

  第９条中「水と緑の部」を「経済観光部」に改める。 

（市川市下水道事業審議会条例の一部改正） 

１０ 市川市下水道事業審議会条例（平成５年条例第１４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第８条中「水と緑の部」を「下水道部」に改める。 

  



理  由 

 

公有財産の更なる活用及び適正な管理保全を図るとともに、下水道の整備

を推進するほか、効率的かつ機能的な行政体制を整備するため、行政組織を

改める必要がある。 

  これが、この条例案を提出する理由である。 

 


